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◼ 本報告書に記載されている情報は、本調査の分析に利用する承諾を得た上で、アンケート・ヒアリングで第三者から提供頂いたデータが含まれています。これら情報自体の妥当性・正確性については、

弊社では責任を負いません。

◼ 本報告書における分析手法は、多様なものがありうる中でのひとつを採用したに過ぎず、その達成可能性に関して、弊社がいかなる保証を与えるものではありません。

◼ 本報告書は、調査委託契約に従って貴省の政策決定の参考資料として作成されたものです。内容の採否や使用方法については、貴省自らの責任で判断を行うものとします。
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本事業では、人権DDを含めた日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況

について把握・分析した。

本事業の背景

◼ 2011年に国連人権理事会で支持された「ビジネスと人権に関する指導原則」（以下、「国連指導原則」という。）では、企業には、その事業に関連

する活動（取引先も含める）において人権を尊重する責任があることを明記し、その責任を実現する具体的方法として人権デュー・ディリジェンス（事

業活動に伴う人権侵害リスクの把握・予防・軽減策を講じること。以下、「人権ＤＤ」という。）の実施が規定された。

◼ 日本政府においても、2020年10月、国連指導原則等を実施するための、「ビジネスと人権」に関する行動計画（以下、「行動計画」という。）を策定

した。本行動計画において、人権ＤＤを企業が導入することを期待する旨が表明されている。

◼ 加えて、近年、欧米諸国を中心に、企業に対し、人権ＤＤの導入や関連する取組の開示等を義務づける法整備が進んでいる。国境を越える活動を

展開する企業は、事業を実施する国の国内法令を遵守するだけではなく、国際的な基準等に照らしてその行動が評価されるようになっている。企業規

模を問わず、取引先も含む人権尊重の状況についてリスクを特定し、適切な対策を講じる必要がある。

◼ 他方、人権ＤＤの実施も含め、日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況については、網羅的に実態を把握した調査はなく、行動計

画においても､第４章４（３）にて「行動計画策定・実施の結果として､企業における人権デュー・ディリジェンスがどの程度推進されたかを確認できる

よう､企業への聴取を企業団体等と協力して実施することを検討する。」と記載があるように､まずは､行動計画策定後の日本企業の取組状況について

実態を把握することが求められる。

◼ また、日本政府としては、行動計画の周知・啓発を行い、産業界の意識向上・取組の促進に努めていく方針であるが、今回実施する調査結果を踏ま

え、今後の追加的対応の必要性も含め、今後どのように対応すべきかについて検討を行っていく必要がある。

本事業の目的

◼ 以上を踏まえ、本事業においては、人権ＤＤの推進を含めた日本企業の人権対応に関する今後の追加的対応の必要性の検討に資するよう、2020

年10月の行動計画策定後の日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況について、アンケート調査やヒアリングを通じて、把握・分析を

行うことを目的とする。
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アンケート調査概要

日本企業の人権に関する取組状況を把握することを目的としてアンケート調査を実施した。

調査期間

◼ 2021年9月3日～10月14日

調査対象

◼ 2021年8月末時点での東証一部・二部上場企業等

対象企業数及び回答企業数

◼ 対象企業数2,786社に対し、回答企業数760社

調査概要・目的

◼ 日本企業のビジネスと人権への取組状況に関する政府として初の調査

◼ 日本政府は、2011年に国連人権理事会で支持された「ビジネスと人権に関する指導原則」を踏まえ、2020年10月に「ビジネ
スと人権」に関する行動計画を策定。行動計画では、その規模、業種等にかかわらず、日本企業に対して、人権デュー・ディリ

ジェンスの導入への期待を表明しており、本調査は、行動計画のフォローアップの一環として、企業の取組状況を把握するこ
とを目的として実施したもの。
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回答企業の業種

回答企業の業種は製造業が57%と最も多く、次いで商業、金融・保険業と続く。
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結果概要

回答した企業（760社）のうち、約7割が人権方針を策定し、5割強が人権デュー・ディリ

ジェンスを実施。外部ステークホルダー関与は3割にとどまる。
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人権デュー・ディリジェンスを実施していない理由

人権デュー・ディリジェンスを実施していない理由として、3割強が実施方法が分からない、
3割弱が十分な人員・予算を確保できないと回答。
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人権を尊重する経営を実践した結果、得られた成果・効果

人権経営の成果として、最も多いのが自社内の人権リスク低減で、SDGsへの貢献、サプラ
イチェーン上の人権リスク低減、ESG評価機関からの評価向上が続く。

N=760
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＜図22＞

























2.人権に関する取組状況のヒアリング調査
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ヒアリング概要

アンケート結果を基に、グループAの3社、グループBの2社を対象にヒアリングを実施した。

ヒアリング対象企業*1

# 分類 企業名

1 グループA 企業A

2 企業B

3 企業C

4 グループB 企業D

5 企業E

*1：アンケート結果を基に、候補企業・ヒアリング内容を整理し、最終的に経済産業省通商政策局通商戦略室と協議した上でヒアリング企業・項目を決定した

主なヒアリング項目*1

グループB

【人権DD関連】

◼ 人権DD実施に向けて課題となっている事は何ですか。

•自社内で解決できるものの、実現に至っていない課題はありますか。

•自社だけで解決できない課題はありますか。

【政府・公的機関への要望】

◼ 政府におけるどのような取組・支援が有効と考えますか。

グループA

【人権方針】

◼ 人権方針はどのように策定していますか。

◼ 重視すべき人権リスクはどのように特定していますか。

【人権に関する意識向上】

◼ 社内での人権意識向上にどのような取組をしていますか。

【人権DD実施方法】

◼ どのような方法・体制で人権リスクを調査していますか。

◼ 外部機関とどのように連携していますか。

◼ 人権リスクを検知した際にどのような対応を取っていますか。

【政府・公的機関への要望】

◼ 政府におけるどのような取組・支援が有効と考えますか。
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人権関連の取組推進上の主な課題

サプライチェーン上の人権に関する取組を進めることの必要性は、経営層も認識しているが、

協力会社と直接やりとりを行う現場まで人権方針や人権課題の理解を浸透させることに難しさを感じている。

国内の間接取引先には人権意識が浸透していない企業もあり、

アンケートをはじめとした人権DDの取組の必要性を理解いただくことが大きな課題となっている。

業界内には中小企業も多く、人権に関する取組が進んでいない企業があると感じている。
そのような企業を対象に人権DDを実施しても、回答をもらえるか懸念している。

対象企業が多岐にわたり、アンケート依頼・回収やデータ分析に

人的リソースが足りず、リスクや対応の深堀が難しいと感じている。

自社には原材料や情報セキュリティに関しての評価基準はあるが、人権リスクに関する基準はまだ無い。

どのような観点から人権DDでの調査結果を評価するべきか分からない状況である。

社内の人権DD担当部門が決まっておらず、エアポケットになっていることが体制上の課題である。

どのような部署を巻き込み、どのように連携するのかといった点が明確に定まっていない。

元請け・下請けのパワーバランスが存在する中で、

情報の真偽に正確に踏み込むことが可能か懸念している。

サプライチェーン上流まで遡ることは物理的にも時間的にも限界があり、

すべてを調査できるか、どこまで調査すべきかが課題である。



3. まとめ 及び考察
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人権経営・人権DDを推進する上での主な課題

人権に関する意識向上・理解醸成や、社内リソース確保・体制構築、人権DD対応の
ノウハウ構築などが、人権を尊重する経営に向けて企業が抱える課題と考えられる。

企業が抱える主な課題

効果的な人権DD調査設計・
ノウハウ獲得

社内リソース確保・体制構築

人権課題・人権DDに対する
意識向上・理解醸成

詳細

• リスク評価の閾値が曖昧で、リスク評価・合意形成に時間がかかる

• 調査様式・方法や対象をどこまで広げれば良いのかが分からない

• 十分な予算・人員の確保や体制の構築ができない

• 事業/国を跨いだ人権対応を実施するには経済的負担が大きい
• 海外の関連法規・人権リスク情報の把握や特定が難しい

• 人権DDを知らない・取組意義の理解が浅い
• 従業員/取引先に人権尊重の重要性を理解してもらえない
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人権経営実践に向けた取組方向性（案）

各社の人権経営の取組状況に応じ課題が異なる中で、以下のような取組例が考えられる。

主な課題

効果的な人権DD調査設計・
ノウハウ獲得

社内リソース確保・体制構築

人権課題・人権DDに対する
意識向上・理解醸成

業種別ガイドライン整備・ナレッジ共有

（リスク評価手法・ツール構築など）

業界の実態に合わせた

ガイドラインの整備・カスタマイズ

人権を尊重した経営の重要性に

関する周知・啓発

他社事例も踏まえた

効率的な社内体制の検討

人権を尊重した経営の重要性に

関する周知・啓発

業界団体・企業間での勉強会実施

（経営層・現場それぞれの理解促進）

企業・業界団体による取組 (例)政府・公的機関による取組 (例)




